
（別紙８－１） 

（森林管理局長と素材生産業者等（主伐後の造林を行うことができる者に限る。）

が協定を締結するもの） 

 

国有林材の安定供給システム協定書 

 

国有林材の安定供給システムによる販売の実施に関し、九州森林管理局長（以

下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、令和○○年○○

月○○日から令和○○年○○月○○日まで下記により協定する。 

 

   令和  年  月  日 

 

                甲 九州森林管理局長      

                乙 住所○○○○○      

                                  商号又は名称 

                  代表者氏名○○○○○     

 

（注１）共同で買受けを希望する者については、それぞれ住所、商号又は名称及び

代表者氏名を記載し、そのうち共同買受の代表者については、商号の前に

（代表者）と明記する。 

（注２）協定期間は最大で５年となる地域管理経営計画の計画期間に加え、主伐後

の造林契約締結期間を踏まえ原則として８年以内で定める。 

 

記 

 

第１条 甲乙双方は、信義に則り、相互に協力し、かつ、誠実にこの協定の遵守に

努めるものとする。 

 

第２条 本協定は、別表の箇所における立木の販売及び主伐後の造林の実施につい

て適用する。 

 

第３条 乙は、協定締結後速やかに販売予定箇所ごとの販売契約締結予定年度及び

造林請負契約締結予定時期等を定めた立木販売及び造林実行計画（以下「実行計

画」という。）の案について、別紙９の様式により甲に提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定により提出された実行計画の案について確認を行い、問題が

ないと認められるときはこれを承認し、実行計画を付してその旨を乙に通知す

る。 

３ 甲は、前項の承認を行わない場合は、当該承認を行わない旨及びその理由につ

いて乙に通知する。 

４ 乙は、前項の通知があった場合は、内容を修正し甲に実行計画の案を再提出し

承認を求めることができる。 



５ 甲は、第２項に定める実行計画の承認を行った場合は、森林管理署長、森林管

理署支署長又は森林管理事務所長（以下「森林管理署等の長」という。）に実行

計画を付して承認した旨を通知するものとする。 

６ 乙は、販売契約年度及び造林契約時期の変更等実行計画の変更を希望する場合

は、前年度７月までに甲に変更を希望する実行計画の案を提出し承認を求めるこ

と。 

７ 実行計画を変更する場合の手続は、第 1 項から第６項までに定めるところによ

る。 

 

第４条 甲は、実行計画に基づき、当該林産物の安定供給に努めるものとする。 

 

第５条 乙は、実行計画に基づき供給される林産物の購入に努めるとともに、購入

する林産物の利用及び加工・流通等に係る取組その他について、別添企画提案書

の内容を踏まえたものとなるよう努めるものとする。 

 

第６条 乙は、甲に対し、企画提案書に記載した取組の実施状況について報告を行

うものとする。 

 

第７条 林産物の販売は、森林管理署等の長と乙との売買契約に基づき行うものと

する。 

 

第８条 乙は、購入した林産物について、その売払いを受けた目的以外に使用し、

消費し、担保に供し、又は他人に譲り渡してはならない。 

 

第９条 乙は、やむを得ない事由がある場合及び次条の規定により分収造林契約を

国と締結する場合を除き、第５条の売買契約箇所の伐採跡地における地拵え及び

植栽の委託に係る造林事業請負契約を、森林管理署等の長と締結するものとす

る。 

２ 前項の造林事業請負契約は別紙１１の条件に従い締結する。 

 

第 10 条 甲及び乙は、乙が希望したときは別紙１１に定めるところにより第５条の

売買契約箇所の伐採跡地に係る分収造林契約を締結することができる。この場合

において、当該分収造林契約が締結された箇所については、前条第２項の造林事

業請負契約を締結しない。 

 

第 11 条 甲は、乙が前２条の規定に反していた場合にはこの協定を解除することが

できる。 

 

第 12 条 甲乙双方は、特に必要と認める場合は、協議の上、この協定の変更又は解

除をすることができるものとする。 

 



第 13 条 （特約条件） 

 

第 14 条 この協定に定めのない事項については、必要に応じて、甲乙協議の上、定

めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


